
 

居宅介護支援事業所重要事項説明書及び同意書 
 

                  ＜令和８年８月１日現在＞  

 
１．光の森居宅介護支援事業所の概要  

（１）  事業所名称等及びサービス提供地域  

・事業所名所    ：光の森居宅介護支援事業所（医療法人  共生会）  

・介護保険指定番号：０７７０３００１３５  

・開設年月日    ：平成１２年４月１日  

・所在地      ：福島県郡山市横川町字遠後５０－１  

・電話番号     ：０２４－９５６－８１０３  

・ＦＡＸ番号    ：０２４－９５６－８１０１  

・サービス提供地域：郡山市全域（湖南地域を除く）  

 

（２）  施設の職員体制と職務内容  

  

職種  勤務者数  

管理者  １名  

介護支援専門員  主任介護支援専門員２名  （管理者兼務）  

介護支援専門員１名  

職務内容  管理者は、事業所の従業者の管理及び業務を

一元的に行ないます。  

介護支援専門員は、申請書の作成、その他の

居宅介護支援業務の提供を行います。  

 

（３）  営業時間  

 

月曜～土曜（下記を除く）  午前８時３０分～午後５時３０分  

日曜・祭日・年末年始  お休み（年末年始は、１２ /３１～１ /３）  

緊急時対応可能（携帯電話に転送となり、  

２４時間連絡可能）  

   

（４）関連施設  

医療法人  共生会     クリニック光の森  

              介護老人保健施設  光の森  

                郡山東部・中田地域包括支援センター  

   社会福祉法人共生福祉会  ケアハウス  光の森の家  

              デイサービスセンター光の森  

              特別養護老人ホーム  光の森の丘  

              認知症対応型デイサービスセンター光の森の丘  

 

２．運営の方針  

 利用者が可能な限りその居宅において、有する能力に応じ自立した日常生活を営

めるように支援します。利用者の意志及び人格を尊重し、心身の状況やそのおかれ

ている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービスが、公正、

中立に、多様な事業所から、総合的にかつ効率的に提供されるように努めます。  

 

 

 

 

 



３．サービス内容  

①居宅でご利用になりたい介護サービスの居宅サービス計画（週間、月間）を作成

致します。  

②ご利用内容についてサービス業者と利用の調整を致します。  

③内容変更についてご希望に添うようご相談に応じます。  

④定期的に居宅サービス計画を見直し致します。  

⑤必要に応じ役所申請等手続きの代行を致します。  

⑥サービスが確実に行なわれているか実態の確認を致します。  

 

４．利用料金  

（１）居宅サービス計画作成料  

介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されますので、自己負担す

る金額はありません。尚、利用料が償還払いとなる場合は、月額、各介護度の料金

が発生します。  

居宅サービス計画作成費については、居宅介護（予防）支援事業の介護報酬基準上

の額によるものとします。  

 

①介護予防支援費（件数の算定にあたり、介護予防支援の利用者は３分の１を乗じ

て件数に加えることとする）  

・地域包括支援センターからの委託の場合  要支援１・２   ４４２単位 /月  

・居宅介護支援事業所が直接行う場合    要支援１・２   ４７２単位 /月  

 

②居宅介護支援費  

（Ⅰ）居宅介護支援費（Ⅱ）を算定していない事業所  

   （ⅰ）取扱件数が４５未満の場合  

要介護１・２    １０８６単位 /月  

要介護３・４・５  １４１１単位 /月  

 

（ⅱ）取扱件数が４５以上６０件未満の場合  

要介護１・２     ５４４単位 /月  

要介護３・４・５   ７０４単位 /月  

 

（ⅲ）取扱件数が６０以上の場合  

      要介護１・２     ３２６単位 /月  

      要介護３・４・５   ４２２単位 /月  

 

（Ⅱ）指定居宅サービス事業者等との間で居宅サービス計画に係るデータを電子的

に送受信するためのシステムの活用及び事務職員の配置を行っている事業所  

 （ⅰ）取扱件数が５０未満の場合  

      要介護１・２    １０８６単位 /月  

      要介護３・４・５  １４１１単位 /月  

 

（ⅱ）取扱件数が５０以上６０件未満の場合  

      要介護１・２     ５２７単位 /月  

         要介護３・４・５   ６８３単位 /月  

 

（ⅲ）取扱件数が６０以上の場合  

      要介護１・２     ３１６単位 /月  

        要介護３・４・５   ４１０単位 /月  

 

 

 

 



③加算  

ア  初回加算（新規に居宅サービス計画作成した場合、要支援者が要介護  

認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合、２段階以上の要介護状態  

区分の認定を受けた場合）                  ３００単位 /月  

 

イ  入院時情報連携加算（Ⅰ）（病院又は診療所に入院した日のうちに、当該  

病院又は診療所の職員に対して、利用者に関する必要な情報を提供した場合）   

                           ２５０単位 /月  

※入院日以前の情報提供を含む。  

※営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は入院日の翌日を含む。  

               

ウ  入院時情報連携加算（Ⅱ）（病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日  

に、当該病院又は診療所の職員に対して、利用者に関する必要な情報を提供した  

場合）                            ２００単位 /月  

※営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算して３日目が営業日  

でない場合は、その翌日を含む。  

 

エ  退院・退所加算（退院又は退所に当たって病院等の職員と面談を行ない、  

利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画を作成し、  

居宅及び地域密着型サービスの利用に関する調整を行なった場合（同一利用者に  

ついて、居宅及び地域密着型サービスの利用開始月に調整を行なう場合に限る）  

入院又は入所期間中につき１回を限度）   

 

退院・退所加算（Ⅰ）イ  医療機関・介護保険施設等の職員から利用者に関する  

必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により１回受けていること。  

            ４５０単位 /回  

退院・退所加算（Ⅰ）ロ  医療機関・介護保険施設等の職員から利用者に関する  

必要な情報の提供をカンファレンスにより１回受けている。  

                   ６００単位 /回                                                       

退院・退所加算（Ⅱ）イ  医療機関・介護保険施設等の職員から利用者に関する  

必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法により２回以上受けていること。  

          ６００単位 /回  

退院・退所加算（Ⅱ）ロ  医療機関・介護保険施設等の職員から利用者に関する  

必要な情報の提供を２回以上受けており、うち１回以上はカンファレンスによる

こと。                            ７５０単位 /回  

退院・退所加算（Ⅲ）医療機関・介護保険施設等の職員から利用者に関する必要  

な情報の提供を３回以上受けており、うち１回以上はカンファレンスによること。  

         ９００単位 /回   

 

オ  緊急時等居宅カンファレンス加算（病院又は診療所の求めにより、当該病院

又は診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行ない、必要

に応じて居宅及び地域密着型サービスの利用調整を行なった場合）  

            ２００単位 /月  

 

カ  ターミナルケアマネジメント加算（在宅で死亡した利用者に対して、終末期

医療やケアの方針に関する当該利用者又はその家族の意向を把握した上で、その

死亡日及び死亡日前１４日以内に２日以上、当該利用者又はその利用者の同意を

得て、当該利用者の居宅を訪問し、当該利用者の心身の状況等を記録し、主治医

及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した場合）  

                            ４００単位 /月  

 

 

 



キ  特定事業所医療介護連携加算（特定事業所加算Ⅰ～Ⅲを算定し以下の要件を

満たす事業所）前々年度の３月から前年度の２月までの間において、退院・退所

加算の算定に係る病院等との連携の回数（情報の提供を受けた回数）の合計が３

５回以上。前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミナルケアマ

ネジメント加算を１５回以上算定。               １２５単位 /月  

 

ク  通院時情報連携加算（利用者が医師又は歯科医師の診察を受ける際に同席し、

医師又は歯科医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、

医師又は歯科医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で居宅サービ

ス計画に記録した場合。利用者１人につき１月に１回の算定を限度とする）  

５０単位 /月  

 

 ケ  介護職員等処遇改善加算  居宅介護支援費・特定事業所加算等の 2.1％を算定  

 

 

④減算  

コ  特定事業所集中減算                    ２００単位 /月  

 

サ  運営基準減算（減算要件に該当した場合）      基本単位の５０％算定  

     （上記減算が２ヶ月以上継続している場合）所定単位数は算定しない。  

 

シ  業務継続計画未実施減算             所定単位数の 1.0％を減算  

以下の基準に適合していない場合。  

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務

継続計画）を策定すること。  

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること。  

※令和７年３月３１日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の

整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には減算を適用し

ない。訪問系サービス、福祉用具貸与、居宅介護支援については、令和７年３月

３１日までの間、減算を適用しない。  

 

ス  高齢者虐待防止措置未実施減算          所定単位数の 1.0％を減算  

虐待の発生又はその発生を防止する為の以下の措置が講じられていない場合  

・虐待防止にための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を  

定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。  

・虐待の防止のための指針を整備すること。  

・従業者に対し虐待の防止の為の研修を定期的に実施すること。  

・上記措置を適切に実施するための担当者は管理者とする。  

・虐待・虐待が疑われる事案が発生した場合は、速やかに市に報告するとともに、  

緊急性が高い事案の場合には、被虐待者の権利と生命の保全を優先する。  

 

セ  同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント  所定単位数の９５％算定  

対象となる利用者  

・指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同一敷地内、隣接する敷地内の建物

又は指定居宅介護支援事業所と同一の建物に居住する利用者  

・指定居宅介護支援事業所における１月あたりの利用者が同一建物に２０人以上

居住する建物（上記を除く）に居住する利用者  

⑤特定事業所加算      ソ  特定事業所加算（Ⅰ）  ５１９単位 /月  

タ  特定事業所加算（Ⅱ）  ４２１単位 /月  

チ  特定事業所加算（Ⅲ）  ３２３単位 /月  

ツ  特定事業所加算（Ａ）  １１４単位 /月  



特定事業所加算の算定要件  (Ⅰ ) (Ⅱ ) (Ⅲ ) (Ａ ) 

（１）  専ら居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任  

介護支援専門員を配置していること。  

※利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がな

い場合は、当該指定居宅介護支援事業所の他の職務

と兼務し、又は同一敷地内にある他の事業所の職務

と兼務しても差し支えない。  

２名

以上  

１名

以上  

１名

以上  

１

名

以

上  

（２）  専ら居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護  

支援専門員を配置していること。  

※利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がな

い場合は、当該指定居宅介護支援事業所の他の職務

と兼務し、又は同一敷地内にある指定介護予防支援

事業所の職務と兼務をしても差し支えない。  

３名

以上  

３名

以上  

２名

以上  

常勤

１名

以上

非常

勤１

名以

上  

（３）利用者に関する情報又はサービス提供に当たっ

ての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的

に開催すること。  

 

○  

 

○  

 

○  

 

○  

（４）２４時間連絡体制を確保し必要に応じ利用者等

の相談に対応する体制を確保していること。  

 

 

 

○  

 

○  

 

○  

〇  

連 携  

で も 可  

（５）算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介

護３、要介護４、要介護５である者の占める割合が  

４０ /１００以上であること。  

 

○  
   

（６）当該居宅介護支援事業所における介護支援専門

員に対し、計画的に研修を実施していること。  

 

○  

 

○  

 

○  

○  

連 携 で

も 可  
（７）地域包括支援センターから支援が困難な事例を

紹介された場合においても、当該支援が困難な事例に

係る者に居宅介護支援を提供していること。  

 

○  

 

○  

 

○  

 

○  

（８）家族に対する介護等を日常的に行っている児童

や、障がい者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外

の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討

会、研修会等に参加していること。  

 

○  

 

○  

 

○  

 

○  

（９）居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算の適

用を受けていないこと。  

 

○  
 

○  
 

○  
 

（１０）利用者数が当該居宅介護支援事業所の介護支

援 専 門 員 １ 人 当 た り ４ ５ 名 未 満 （ 居 宅 介 護 支 援 費

（Ⅱ）を算定している場合は５０名未満）である  

こと。  

 

○  

 

○  

 

○  

 

○  

（１１）介護支援専門員実務研修における科目「ケア

マネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力体制

を確保していること。（平成２８年度の介護支援専門

員実務研修受講試験の合格発表の日から適用）  

 

 

○  

 

 

○  

 

 

○  

○  

連携

でも

可  

（１２）他の法人が運営する居宅介護支援事業者と共

同で事例検討会・研修会等を実施していること。  

 

○  

 

○  

 

○  

○  

連 携 で

も 可  
（１３）必要に応じて、多様な主体等が提供する生活

支援のサービス（インフォーマルサービス含む）が包

括的に提供されるような居宅サービス計画を作成して

いること。  

 

 ○  

 

○  

 

○  

 

○  



（２）交通費  

郡山市内の方は交通費がかかりません。  

それ以外の地域の方がご利用される場合、介護支援専門員が訪問する  

ための交通費が必要です。  

○  郡山市境界線から片道１ｋｍ毎に５０円  

   

５．サービスの利用方法  

（１）サービスの利用開始  

利用に際してはこの重要事項説明書をよくご理解頂き、同意を頂いて  

からサービスが提供されます。  

 

（２）サービス終了  

   ご利用される方のご都合等でサービスが終了となる場合。  

    

○  利用者が介護保険施設や病院等に長期間に亘って入所・入院した場合。  

○  利用者の要介護認定区分が自立・要支援１・要支援２と認定された  

場合。  

○  利用者が通常の事業実施地域以外へ転出した場合、又は死亡された  

場合。  

○  利用者の希望で居宅介護支援事業所が変更となった場合。  

○  職員への利用者及びその家族等による継続的な暴言や暴力、ハラスメ

ント行為等があった場合。  

 

６．居宅介護支援の実施概要等  

 （１）当事業所ではアセスメント方式として全社協方式により実施をさせていた

だきます。  

 

（２）利用者は、介護支援専門員に対して複数の指定居宅サービス事業者等の紹

介を求めることや、居宅サービス計画書に位置付けた指定居宅サービス事

業所等の選定理由について説明を求めることができますので、必要があれ

ば遠慮なく申し出てください。  

 

（３）病院等に入院しなければならない場合には、退院後の在宅生活への円滑な

移行を支援するため、早期に病院等と情報を共有や連携をする必要があり

ますので、病院等には担当する介護支援専門員の名前や連絡先をお伝えく

ださい。  

 

（４）当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉

用具貸与の利用状況については別紙の通りです。  

 

７．サービス担当者会議等への情報提供の同意について  

（１）利用者とご家族の希望により、居宅サービス計画書原案を作成した後に、

サービス提供予定事業者とケアプラン実施の打ち合わせ会議を開催します。

この会議には、利用者及びご家族も参加します。  

 

（２）サービス担当者会議へ利用者の個人情報とご家族の状況等を情報提供する

ためには、利用者とご家族それぞれの同意が必要となります。  

 

（３）情報提供に同意する場合は、同意書に記名をしてください。提供してほし

くない情報や事情がある場合は、担当の介護支援専門員へ申し出てくださ

い。  

 

 



 

 

８．指定居宅介護サービス事業者への連絡調整の同意について  

（１）実際の居宅サービス計画書が決定しますと、それぞれの指定居宅サービス

事業所へ担当の介護支援専門員が利用者およびご家族に代わって計画内容

に基づいたサービスが提供できるように、連絡調整することになります。  

 

（２）サービス事業者への連絡調整に同意する場合は、同意書に記名をして  

下さい。  

 

９．サービスに関する相談要望・苦情等の窓口  

（１）当事業所に関する相談・苦情  

担当  光の森居宅介護支援事業所（８：３０～１７：３０）  

   主任介護支援専門員  五十嵐  和広  

電話  ０２４－９５６－８１０３  

 

（２）当事業所以外に住所地の市町村役場でも苦情を受け付けております。  

  ①郡山市にお住まいの方：郡山市介護保険課   

                  電話  ０２４－９２４－３０２１  

 

②福島県国民健康保険団体連合会  

                電話  ０２４－５２８－００４０  

 

③福島県運営適正化委員会  

                電話  ０２４－５２３－２９４３  

 

１０．第三者評価の実施状況  

 当事業所は、第三者評価機関による評価を実施しておりません。  

 

１１．事故発生時の対応について  

 （１）当事者の責めに帰すべき事由により事故が発生した場合には、損害賠償に  

応じます。  

 

 （２）必要に応じ、関係機関及び市町村等に速やかに連絡致します。  

＊尚、今後、介護保険制度や報酬の改正に伴い、内容や料金変更が生じること

があります。その都度、ご説明ご確認をさせていただきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

重要事項説明同意書 
 

 

                       令和   年   月   日  

 

  

居宅介護支援のサービス提供開始にあたり、ご利用希望の方へ本書面に  

基づき重要な事項を説明致しました。  

 

             事業者  住所  郡山市横川町字遠後５０－１  

                 名称  医療法人  共生会  

                    光の森居宅介護支援事業所  

                 電話番号  ０２４－９５６－８１０３  

               

   担当介護支援専門員  

                

氏名              

 

 

 

居宅介護支援の提供開始にあたり、重要事項について本書面の内容について  

担当の介護支援専門員より説明を受け同意致しました。  

 

    

 利用申込者     住所                       

                 

                   

電話番号                

 

                   

氏  名                 

                                

               （代筆         続柄    ）  

 

     

家族（又は代理人）住所                        

   

                   

電話番号                

 

                                

               氏  名                 

                               

                         （続柄      ）  

 


